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【目的】
近年，学校不適応は増加傾向にあり，2023年の小・中学校
の不登校児童生徒数は29万人に達し，過去最多を記録し
た。学校不適応の背景として，社会情動的スキル（感情を
コントロールする力，他者と協働する力，目標を達成する力
など）の関心が高まっている。社会情動的スキルを育む取
り組みの一つとして，Social and emotional learning 
（SEL）がある。しかし，国内では幼児を対象としたSEL
の予防的介入はほとんど行われておらず，その効果は十分
に検証されていない。そこで，本研究は，4・5歳児を対象
に，SELの効果を検証することを目的とした。
【方法】
2022年，京都市内の幼稚園・こども園の年中児クラスに在
籍する4・5歳児236名（介入群117名，対照群119名）を対
象に，SELの一つである"Second Step Program"をクラス
単位で実施した。本プログラムは，全25回のSessionがあ
り，各Sessionは約1時間で，週1回のペースで行われた。
効果の検証は，プログラム実施前後に，主にSocial Skill 
S c a l e（社会情動的スキル：Asser t i on；自己表現，
Self-control；自己コントロール，Cooperation；協調），
および，the Strengths and Difficulties Questionnaire 
（問題行動のリスク）を用いて，児の社会情動的スキル・
行動の変化を評価して検証した。
【結果】
検証の結果，プログラム実施前は，介入群と対象群の社会
情動的スキルおよび問題行動のスコアに，有意な差は見ら
れなかったが，プログラム実施後は，介入群と対象群の児
で差がみられた。プログラム実施後，介入群は，対照群に
比べて，自己表現，自己コントロール，協調のスコアが有意
に向上していた。さらに，問題行動のスコアについては，介
入群は，対照群に比べて，有意に低くなっていた。
【結論】
本研究の結果より，クラス単位で実施したSELは幼児期に
おいて社会情動的な発達に効果的である可能性が示唆さ
れた。学校不適応を防止するためには，就学前の幼児を対
象とした早期のアプローチが必要であり，また，クラス全体
で行うユニバーサルアプローチは，より多くの子どもたち
の社会情動的スキルの向上に貢献できる可能性がある。
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【目的】
ASD幼児の不適応行動を予防するためには、ASD児が日
常生活で共同注意を成立させる頻度を高めることが重要
である (Nagai et al, 2017; 永井・金澤, 2023)。不適応行
動が幼児期よりも顕著にみられる学齢期においても、日常
生活における共同注意の成立頻度が多いほど、ASD児の
不適応行動が少なくなる関係が成り立つ可能性が考えら
れる。そこで本研究では、神経衰弱場面における母子相互
交渉の分析から共同注意の成立頻度を評定し、ASD児の
不適応行動と関連するか検証することを目的とした。
【方法】
本研究の参加者は、小学校3年生から中学校3年生までの
ASD児(生活年齢13 7 . 5 0±16 . 7 6ヶ月齢、知能指数
92.34±16.01)とその母親44組であった。
共同注意の成立頻度の評定では、ASD児とその母親がト
ランプを用いて神経衰弱をして遊んでもらう場面を設定し、
ビデオカメラによる撮影を行った。撮影後に映像記録を再
生しながら、行動カテゴリー(ASD児の共同注意行動、二
者のアイコンタクト、ASD児による各試行の成功・失敗、そ
の結果に応じた母親の称賛・残念の反応の有無)の生起を
記録した。各行動カテゴリーの評価者間一致率は非常に
高かった。
また、不適応行動の評定は、ASD児の母親を対象に個別
面談を行いながら評価したVineland-Ⅱ適応行動尺度の不
適応行動、内在化問題、外在化問題のV評価点を用いた。
本研究は、大阪大学大学院人間科学研究科行動学系研
究倫理委員会の承認を受けて実施した。
【結果】
母子相互交渉場面におけるASD児の共同注意行動の生
起数とVineland-Ⅱの内在化問題V評価点との間に有意な
負の相関関係が示された（rs=-0.35）。また、母子間のアイ
コンタクトの生起数は、不適応行動V評価点（rs=-0.42）、
内在化問題V評価点（rs=-0.43）との間に有意な負の相関
関係が示された。さらに、ASD児の各試行の結果に応じ
た母親の反応率と不適応行動V評価点（rs=-0.30）、外在
化問題V評価点（rs=-0.32）との間に有意な負の相関関係
が示された。
【まとめ】
本研究の結果から、学齢期においても、日常生活における
共同注意の成立頻度が多いほど、ASD児の不適応行動が
少なくなる関係が成り立つ可能性が示された。
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　本研究は、性的同意がなされず性暴力となるリスクを減
らすため、初性行為が17.3歳という調査を考慮し、高校生
が性行為について不同意を主張できるための視座を得る
ことを目的とした。自身の性交に関する意思について回答
することの負担を避けるため、架空の事例によるケースメ
ソッド法を用いて質問を作成した。分析は、KH Coder 3に
よるテキストマイニングを行った。加えて、発達特性に起因
した困難さを外部変数とした分析も行った。高校生1000
人を対象とした。なお、本研究は、東京農工大学人を対象
とする研究に関する倫理審査委員会にて承認を受けて実
施し、保護者と本人より個人情報の取り扱い、学会で発表
する旨について書面にて同意を得た。分析の結果、まず、
高校生が相手に不同意が伝えられない理由として、「断る
と嫌われるという不安」「相手との関係の悪化を怖れた」
「雰囲気に流されてしまった」「断り切れなかった」「意思
が弱い」という5つのカテゴリーが抽出された。次に、不同
意が伝えられないと友人から相談を受けた際の応答につ
いて、「本当に好きなら避妊して欲しいと伝える」「責任問
題を伝える」「正直に伝える」「勇気を出して断る」「将来の
ことを考える」という5つのカテゴリーが抽出された。また、
ASD困難尺度の得点が高い群の高校生からは、「付き合
わないほうがよい」「はっきり断る」「関係を終える」等のカ
テゴリーが抽出された。ADHD困難尺度の得点が高い群
の高校生からは、「別れる」「理解してもらう」「ダメと言
う」「自分の体を守る」等のカテゴリーが抽出された。不本
意に性行為に至ってしまう理由として、相手との関係性が
悪化することを怖れてしまうことにより、断り切れなくなっ
てしまい、結果としてその場の雰囲気に流されてしまうこ
とが推測された。そして、友人から不同意について相談さ
れた際には、お互いに将来について話し合うことが重要で
あり、正直に気持ちを伝え合うことができる関係が求めら
れていることが示唆された。また、発達に起因した困難さ
がある高校生は、よりよい関係性へと発展するよりも、関
係をやめて別れることを選択する傾向があることが示され
た。今後、例えば、彼ら／彼女らと定型発達の高校生をマ
ッチングしたグループディスカッションを通して、性におい
て他者との関係性が発展し得ることが肯定的に考えられ
るプログラムを作成することが課題である。
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　本調査の目的は、情緒障害児の支援に困難さを抱えて
いる通常の学級の教師に調査を行い、困難さを生じさせる
要因やメカニズムを明らかにすることである。＜BR＞首都
圏の通常の学級の小学校１年生の教師１０００名に質問紙
調査を行った。担任しているクラスにいる情緒障害児（疑
いを含む）を１人抽出してもらい、その児童の教育支援上
の困難さについて５件法の尺度と自由記述で回答を求め
た。
　調査の結果３０５名の教師から回答を得られた（３０．
５％）。そのうち、本調査では尺度項目の得点より情緒障
害児の支援において特に困難さを感じている教師１９２名
を対象とし、自由記述の内容をＫＪ法を用いて分析した。
その結果、大カテゴリーは【特性・素因における理解の問
題（１３６件）】【学校生活における適応支援の問題（１２
２件）】【情緒障害児への支援の葛藤（６３件）】【支援を
行うにあたっての阻害要因（２４件）】の４つに分類された。
【特性・素因における理解の問題】には発達障害や精神
疾患に類似する症状に関する教師の理解についてのカテ
ゴリーが7つ含まれており、特に《ＡＤＨＤ様症状への理解
（４７件）》が最も顕著にみられることが示された。【学校
生活における適応支援の問題】には児童の不適応支援の
困難さに関するカテゴリーが３つ含まれており、他者に危
害を加えるといった《他者とのコミュニケーション（６３
件）》の問題が多くみられた。【情緒障害児への支援の葛
藤】には情緒障害児への支援について教師が抱く葛藤に
ついてのカテゴリーが３つ含まれており、特に《支援の不
明瞭さ（３２件）》を感じている教員が多いことが示された。
【支援を行うにあたっての阻害要因】には保護者との連携
の取りにくさといった《保護者の問題（１３件）》と人員不
足といった《学校や教員の抱える問題（１１件）》の２つの
カテゴリーが含まれた。
　通常の学級の教師の支援を困難にさせている要因は、
情緒障害の理解の困難さと不適応を支援するためのノウ
ハウが不足していることにあることが示された。それに加
えて学校の支援体制の不備、家庭との連携の不十分さが
支援の困難さを助長させていることも示された。したがっ
て、通常の学級の教師に対する特別支援教育への理解の
促進および、専門家の増員や教師の業務の調整などの学
校の基盤的整備を充実させ、情緒障害児の支援を行う環
境を整えていく必要があることが示唆された。
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